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I 調査概要

1. 調査の目的
救急業務の質の維持・向上及び地域間格差の解消等について

検討するにあたり、メディカルコントロール体制に関する全国の実
態を把握するため、調査を実施した。

2. 調査方法
・調査対象 ：全国の消防本部791箇所
・調査方法 ：都道府県消防防災部局を通じて調査票（電子ファ

イル）を各消防本部に電子メールで配布し、回答結
果を都道府県が取りまとめた上で、消防庁に電子
メールで送付した。

・調査実施時期 ：平成24年9月14日～10月5日
・調査基準日 ：平成24年4月1日
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II 回収状況

すべての消防本部から回答が得られた（回収率100%）。

但し、1つの消防本部が2つの地域メディカルコントロール協議会
（以下「地域MC協議会」という。）に所属しているため、2件の回答
をした本部があった。そのため、地域MC協議会に関する設問は
792件の回答について集計・分析を行っている。

本アンケート調査では、所属する都道府県メディカルコントロール協議会（以
下「都道府県MC協議会」という。）、地域MC協議会に関する設問について、各
本部の判断でご回答頂いたため、同じ都道府県MC協議会、あるいは地域MC
協議会に属する本部間で回答が異なる設問もみられた。

また、地域MC協議会が設置されていない都道府県については、地域MC協
議会の役割を都道府県ＭＣ協議会が担っていると認識しているところであり、
必要に応じて地域ＭＣ協議会と読み替えて回答されている。
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1. 消防本部の概要
2. MC協議会（分科会）について
3. プロトコルについて
4. 気管挿管認定救急救命士の運用
5. オンラインMC体制
6. 事後検証について
7. 再教育について

調査内容 大項目
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本調査結果から、各項目の主要な設問結果
について、他の項目や地域ＭＣ区分からクロ
ス分析等を行った。

今回、その結果を発表する。
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地 域 Ｍ Ｃ の
基 本 情 報
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地域ＭＣ数
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地域MC協議会長について
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専門部会等の設置について
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分 析 ➊
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消防本部等において、地域MC協議会への事務局
運営費（分担金）があるか
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事務局運営費（分担金）から見た、地域ＭＣの活動状況
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事務局運営費（分担金）から見た、専門部会等の設置状況
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【考察】
事務局運営費（分担金）の負担状況については、地域ＭＣ管

轄人口別で見た場合、小規模本部ほど運営費（分担金）の負担
している割合が少ない状況であった。

事務局運営費を軸に、活動内容と専門部会等の設置状況に
ついて分析したところ、双方で事務局運営費を設けている地域
に明らかな差が見られた。

なお、掲出はしていないが、専門部会等の活動内容について
も、ほぼすべての調査項目で優位な状況であった。

必要性はあるものの、小規模本部ほど、財政状況等の都合に
より、予算確保が難しいことが推測される。
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分 析 ❷
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都道府県MC協議会、もしくは地域MC協議会
に専門部会等（専門部会、ワーキンググループ、作業部

会、委員会、研修部会等）が設置されているか

これを、ＭＣ単位で見ると、

「２４６」地域ＭＣの内「２１２」地域ＭＣ（８６％）
が設置している事になる。
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その専門部会等の主たる構成メンバーについ
ては如何

これを、ＭＣ単位で見ると、

「２１２」地域ＭＣの内「１１４」地域ＭＣ（５３％）
が救命センター等の医師または医師会等の医師が関与している事になる。
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地域ＭＣ数（ｎ＝２４６）

消防本部数 （ｎ＝７９２）

専門部会等を設置

地域ＭＣ（ｎ＝２１２）

消防本部（ｎ＝７１５）

医師の関与有り

地域ＭＣ（ｎ＝１１４）

消防本部（ｎ＝３８１）

地域ＭＣの活動項目の数

・平均 ６．２５

・最大 １７．０

・最小 １．０

医師の関与無し

地域ＭＣ（ｎ＝９８）

消防本部（ｎ＝３３４）

地域ＭＣの活動項目の数

・平均 ４．５

・最大 １１．０

・最小 １．０

専門部会等を未設置

地域ＭＣ（ｎ＝３４）

消防本部（ｎ＝７７）

１ プロトコルの策定
２ 病院実習に関するガイドライン等の策定
３ 事後検証
４ 救急救命士再教育プログラムの策定
５ 調査・研究
６ 危機管理体制の構築
７ 技能教育（JPTEC・BLS等）
８ 救急救命士連携確認試験・認定
９ 住民に対する応急手当の普及啓発・検証
１０ 搬送先医療機関選定の 検証
１１ 地域の救命率・社会復帰率の検証
１２ 救急出動体制の検討
１３ 通信指令に関する検証
１４ 救急救命士の観察結果と医療機関における

初期診療の検証
１５ 救急救命士に対して指示・指導、助言を行う医

師に関する検証
１６ 救急需要増大に対する検討

専門部会設置と医師の関与から
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【考察】
都道府県ＭＣ、地域ＭＣに専門部会等を設置し、主たる構成メ

ンバーとして、医師が関与した場合、医師の関与がない場合と
比べ、その活動項目数は、多岐に渡っていた。

ＭＣ体制の骨幹である、プロトコル策定、病院実習ガイドライン
等の策定、事後検証及び再教育プログラムの策定などについて
は明らかな差は見られないものの、調査・研究、技能教育、
救命率・社会復帰率調査など、詳細な項目が行われている傾向
にあった。

これは、医師が関与する事により、より医学的側面からの活動
が充実して行われている事と思慮される。

【結果】
ついては、きめ細かな活動を行うため、医師の専門部会等へ

の積極的な関与が望まれる。
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分 析 ❸
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気管挿管認定を取得した救急救命士（以下、「気管挿
管認定救急救命士」）の救急現場における運用を開始
している消防本部の割合

全体の９８％（７８３本部）が運用を開始していた。
これを、ＭＣ単位で見ると、

「２４６」地域ＭＣの内「２４５」地域ＭＣ（９９％）
が運用している事になる。

但し、同一MC内においても、消防本部毎に運用開始が異なる場合がある。 21



気管挿管の病院実習（30例）の実施期間

件数 平均値 最大値
最小
値

中央値
標準
偏差

最 長

全体 759 161.1 1,482 10 95 191.6

5万人未満 250 155.8 1,395 10 90 197.6

5万人以上30万人
未満

430 172.2 1,482 12 105.5 199.8

30万人以上 79 117.8 642 18 90 99.9

最 短

全体 759 39.9 720 4 29 49.9

5万人未満 250 40.8 365 6 30 42.5

5万人以上30万人
未満

430 42.0 720 4 30 57.1

30万人以上 79 25.4 101 7 22 16.1

平 均
日 数

全体 759 79.3 891 8.2 55.7 86.2

5万人未満 250 80.9 891 8.4 56.9 92.2

5万人以上30万人
未満

430 83.5 776 8.2 58.4 88.4

30万人以上 79 51.7 253 12.1 45.0 34.1

気管挿管の病院実習の期間 （記入式、単位：日）
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【考察】
気管挿管の病院実習（30例）の実施期間（実習開始日から実習

終了日までの日数）の最長は１４８２日、最短が４日、平均日数が
79.3日だった。

大規模本部では、協力医療機関が充足している可能性がある
のではないか。

小中規模本部では、協力医療機関が不足していたり、麻酔症
例数が多くないなどの理由が考えられるのではないか。

【結果】
ＭＣ単位や県単位等の広域的な範囲で、効率的な実習受講を

計画することが考えられるか。
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分 析 ❹
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【既出】気管挿管認定を取得した救急救命士（以下、
「気管挿管認定救急救命士」）の救急現場における運
用を開始している消防本部の割合

全体の９８％（７８３本部）が運用を開始していた。
これを、ＭＣ単位で見ると、

「２４６」地域ＭＣの内「２４５」地域ＭＣ（９９％）
が運用している事になる。

但し、同一MC内においても、消防本部毎に運用開始が異なる場合がある。 25



気管挿管の再教育の実施状況について
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気管挿管の再教育が実施できない理由について
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【考察】

気管挿管救命士の運用については、９８．９％の消防本部で
運用されているが、気管挿管救命士に対する３年毎の再教育に
ついては、全国で５１％の実施に留まり、小規模本部ほど実施
率が低い傾向にあった。

再教育を行ってない理由については、カリキュラムが定められ
ていない、予算確保ができないことなどが挙げられた。

仮説として、再教育の必要性についての認識の低さが覗え
る。

【結果】
気管挿管の知識や手技等に対する再教育としてのフォロー

アップについて、国や都道府県ＭＣレベルにおいて、検討し対応
する必要がある。
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気管挿管の再教育については、

「救急救命士の気管内チューブによる気道確保の実施の
ための病院実習等について」

（平成１６年３月２３日消防救第５７号 消防庁救急救助課長通知）

【病院（手術室）実習ガイドライン 抜粋】

（７） 再教育
・ 3年毎に再教育を行う

・ 救急救命士は病院における気管挿管の再実習等も含め、適切な再教育を
受けなければならない。

・ 再教育が適切に行われない場合等については、地域メディカルコントロー
ル協議会は当該救急救命士の気管挿管施行の中止についても検討する。
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分 析 ❺
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オンラインＭＣによる２４時間体制での指示要請の可否

オンラインMCによる指示要請の24時間体制については、
「行うことができる」が98.6%（781本部）であり、「行うことが
できない」が1.3%(10本部)であった
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２４時間体制での指示要請が不可能な理由
※ 消防庁による個別聞き取り調査より

・輪番制であり、24時間行える病院と行えない病院とがある

・搬送先医療機関の当直医を指示要請先の第一選択としているため、医師の裁量に
よる

・医師の勤務体制による

・２４時間、指示医師を確保したいが、予算がつかない

・搬送先医療機関医師からの指示を基本としているので、ＭＣ体制に精通していない
医師の場合、指示受領は不可能

・「収容はできないが、指示のみ」といった場合、「他院からの指示で特定行為を行っ
た場合、うちでは受入れできない」といった症例があるため

・ＭＣに精通していない医師の場合、「特定行為とはなんですか？」となる事がある

これらの地域においては、既にＭＣや各消防本部での調
整は行われており、改善に向かっている状況ではあった。
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日常的なオンラインＭＣ指示要請先について

２４時間体制でのオンラインMCによる指示要請が「行うこ
とができない」10本部については、ほとんどが「収容医療
機関の医師」からの指示体制に含まれている
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【考察】

２４時間体制でのオンラインＭＣ指示要請については、
ほとんど地域で確立はされているものの、未だ１０本部で
確立されていない状況であった。

これらの多くは、収容医療機関からの指示体制を取っ
ている事がわかった。

搬送先は確立されているものの、指示体制が整ってい
ない理由を、個別聞き取り調査を行った結果から考える
と、対応医師へのＭＣ体制の周知が十分ではない等の
原因も考えられる。
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【結果】

収容医療機関から指示受領について、否定するものでは
なく、一人の傷病者に対し「病院前救護」から「院内治療」
へ進むためには、非常に理にかなった体系ともいえる。

しかし、救命率向上のためには、病院前救護の段階か
ら、救急救命士が十分にその技術等を発揮できる指示体
制の確立が必要不可欠であると考える。

地域ＭＣ等により、管内医療機関にＭＣ体制への周知徹
底をする方策なども必要である。

今後も、継続調査を行い、厚生労働省と連携し、全国
１００％の指示体制を確立するよう検討を行って参りたい。
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指示体制の確立については、

「救急業務の高度化の推進について」
（平成１３年７月４日消防救第２０４号 消防庁救急救助課長通知）

【抜粋】
（１） 各消防本部においては、既存の指示体制を十分考慮しつつ、原則として、

メディカルコントロールを担当する救急医療機関との間に指示体制を構築
すること。

（２） 現在、救急救命士に対する指示を依頼している救急医療機関に対して
は、救急救命士に対する常時かつ迅速な指示が可能となるよう依頼すること。

なお、当該救急医療機関において常時かつ迅速な指示体制が構築で
きない場合については、メディカルコントロールを担当する救急医療機関
に対し補完的な指示を行うことを依頼すること。

（３） 救急救命士に対する指示体制の構築においては、救急救命士に対する
指示を依頼する救急医療機関との間で契約を締結すること等により常時か
つ迅速な指示が行われることを確保するよう努めること。また、各消防本部
においては、実効性のある指示体制が構築され、円滑に運営されるよう、
必要な予算上の措置を講ずること。
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分 析 ❻
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件数 平均値 標準偏差 最大値 最小値 中央値

全 体 570 1.5 0.8 6.3 0.2 1.0

5万人未満 205 1.5 0.7 4.5 0.2 1.1

5万人以上30万人未満 324 1.5 0.9 6.3 0.5 1.0

30万人以上 41 1.1 0.4 2 0.5 1.0

特定行為指示要請から具体的指示があるまでの時間

（回答に記入のあった消防本部：ｎ＝５７０）

単位：分
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日常的な指示要請先医療機関等での連絡経路について

「直接指示医師につながる」は66.8%（529本部）であった。
これを、ＭＣ単位で見ると、

「２４６」地域ＭＣの内「１８１」地域ＭＣ（７３％）
が運用している事になる。

但し、同一MC内においても、消防本部毎に連絡方法が異なる場合がある。 39
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地域ＭＣの管轄人口から見たオンラインMCにかかる時間 散布図

1.5

１．５分以上の時間を要する場合の連絡方法

救命士→受付→指示医師 43.3%

救命士→研修医→指示医師 3.0%

救命士→受付→看護師→指示医師 20.8%

救命士→看護師→指示医師 32.9%
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【考察】
特定行為指示要請から具体的指示があるまでの時間について、消防本部管

轄人口別で平均値（１．５分）を見ると、大規模本部がやや早い傾向（１．１分）に
あるものの、大きな差は見られなかった。

しかし、地域ＭＣ管轄人口の単位で見ると、３０万人を境に優位な差が見られ
た。

仮説として、医師への電話の取り次ぎ連絡経路に様々なパターンがある事な
どが考えられ、大規模な地域では、病院へいわゆる「ホットライン」を設置してい
る傾向にあるが、小規模な地域では、財政的問題や指示要請先の違いにより、
未設置な傾向があるのではないか。

【結果】
地域の実情を反映するためには、地域に密着したＭＣの存在は必要なところ

である。
しかし、消防広域化（３０万人管轄目安）と同様に、一定規模で取り組むことに

より、メリットが大きくなる項目もあると考える。
特に、２４時間の指示体制確保やホットライン設置など、経費支出が必要な項

目に関しては、一つの消防本部やＭＣが負担する方法よりも、より複数の消防
本部やＭＣが共同し負担する方法などが考えられるのではないか。
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一次検証を行っているか
※ ここで言う「一次検証」とは、消防本部担当者が行うものを言う。

「一次検証」実施状況を尋ねたところ、「実施している」は全体の89.3%
（707本部）であった。

「２４６」地域ＭＣの内「２０２」地域ＭＣ（８２％）
での実施となる
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一次検証のフィードバックについて
※ ここで言う「一次検証」とは、消防本部担当者が行うものを言う。

「一次検証」実施の消防本部に対しフィードバック状況を尋ねたところ、な
んらかの形で「実施している」は全体の９９%（70４本部）であった。

「２３５」地域ＭＣの内「２３２」地域ＭＣ（９８％）
での実施となる。
但し、同一MC内においても、消防本部毎に実施有無が異なる場合がある。 44



二次検証を行っているか
※ ここで言う「二次検証」とは、ＭＣ検証医等の医師が行うものを言う。

「二次検証」実施状況を尋ねたところ、「実施している」は全体の
９９%（7８６本部）であった。

「２４６」地域ＭＣの内「２４４」地域ＭＣ（９９％）
での実施となる
但し、同一MC内においても、消防本部毎に実施有無が異なる場合がある。 45



二次検証のフィードバックについて
※ ここで言う「二次検証」とは、ＭＣ検証医当の医師が行うものを言う。

「二次検証」実施の消防本部に対しフィードバック状況を尋ねたところ、な
んらかの形で「実施している（その他を含む）」は全体の９７%（７７１本部）
であった。同一MC内においても、消防本部毎に実施有無が異なる場合が
あるため

「２４４」地域ＭＣの内「２４４」地域ＭＣ（１００％）
での実施となった。 46



地域ＭＣ数（ｎ＝２４６）

消防本部数 （ｎ＝７９２）

一次検証を実施

地域ＭＣ（ｎ＝２０５）

消防本部（ｎ＝７０７）

一次検証を未実施

地域ＭＣ（ｎ＝４１）

消防本部（ｎ＝８５）

※ 無回答は未実施として計上

二次検証を実施

結果を何らかの形で
フィードバックしている

地域ＭＣ（ｎ＝３０）

消防本部（ｎ＝７３）

二次検証を実施

結果のフィードバックは
していない

地域ＭＣ（ｎ＝１１）

消防本部（ｎ＝１２）

一次検証未実施地域における二次検証のフィードバックについて
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【考察】

一次検証を実施していない地域であっても、二次検証が行
われ、その結果をフィードバックしている地域が多かった。

しかし、二次検証が行われるも、その結果をフィードバック
していない地域（５万人未満地域）が、少数ながらあることが
判明した。

事後検証については、再教育と密接に関係しており、その
活動を振り返る事により、今後の業務に活かされなければな
らないものである。
一次検証を行われていない理由については、二次検証で十
分である、時間がない事等が理由に挙げられている。

仮説として、事後検証体制の重要性について、消防本部、
地域ＭＣの理解不足が原因を考えられる。
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【結果】

事後検証については、「救急業務の高度化の推進につい
て」（平成１３年７月４日 消防救第２０４号 消防救急救助課
長 通知）にて、【各消防本部においては、医師による医学
的観点からの事後検証を受ける前に、すべての事例につい
て、迅速性、協調性、他隊との連携等の観点を含めた救急
活動全般に関する検証を実施すること】としている。

また、平成１５年の包括的除細動の時より、「事後検証を行
う事が前提」として、その運用開始を認め、その重要性を強く
通知して来たところである。

医学的観点からの検証の前に、消防業務・消防活動・救急
活動として、検証するべきであり、事後検証に関わる消防組
織の役割は、二次検証と同様に大きい。
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【既出】 一次検証を行っているか
※ ここで言う「一次検証」とは、消防本部担当者が行うものを言う。

「一次検証」実施状況を尋ねたところ、「実施している」は全体の89.3%
（707本部）であった。

「２４６」地域ＭＣの内「２０２」地域ＭＣ（８２％）
での実施となる

51



「一次検証を実施している」と回答した707消防本部に、
「再教育としての訓練・勉強会等の実施状況」について尋
ねた

一次検証結果について、再教育としてなんらかの方法で活用している本
部は、全体の６８％（４８１本部）となった。

「２３１」地域ＭＣの内「１８５」地域ＭＣ（８０％）
での実施となった。 52



【既出】 二次検証を行っているか
※ ここで言う「二次検証」とは、ＭＣ検証医等の医師が行うものを言う。

「二次検証」実施状況を尋ねたところ、「実施している」は全体の
９９%（7８６本部）であった。

「２４６」地域ＭＣの内「２４４」地域ＭＣ（９９％）
での実施となる
但し、同一MC内においても、消防本部毎に実施有無が異なる場合がある。 53



【既出】 二次検証のフィードバックについて
※ ここで言う「二次検証」とは、ＭＣ検証医当の医師が行うものを言う。

「二次検証」実施の消防本部に対しフィードバック状況を尋ねたところ、な
んらかの形で「実施している（その他を含む）」は全体の９７%（７７１本部）
であった。
同一MC内においても、消防本部毎に実施有無が異なる場合があるため

「２４４」地域ＭＣの内「２４４」地域ＭＣ（１００％）
での実施となった。 54



二次検証結果のプロトコルへの反映
※ ここで言う「二次検証」とは、ＭＣ検証医当の医師が行うものを言う。

「二次検証を実施している」と回答した786消防本部に、「二次検証の内
容・フィードバックの内容を、プロトコルの改定に反映しているか」尋ねたと
ころ、「反映している」が全体の57.6%（453本部）だった。
同一MC内においても、消防本部毎に実施有無が異なる場合があるため

「２４４」地域ＭＣの内「１８５」地域ＭＣ（７５％）
での実施となった。 55



【考察】

一次検証は、７０７本部で実施されまた、ほとんどの地域において、なんらかのフィー
ドバックが実施されていた。
しかし、それが、訓練・勉強会等に繋がっている割合は、大規模本部ほど少なく管轄
人口が少ないほど、実施率が高い傾向にあった。

仮説として小規模本部は、事後検証結果に対し、即座に訓練勉強会等を開催する
機動力があると言える。

大規模本部は、一検証結果に対応する機動力については、人員や出動件数の都
合から低いと推測される。

二次検証については、７８６本部で実施され、一次検証と同様に、ほとんどの地域
で、なんらかの形でフィードバックがされていた。
しかし、検証結果が、プロトコルへ反映されている割合は、小規模本部ほど少ない傾
向にあった。

仮説として、小規模本部の場合、複数の本部が集合した地域ＭＣを形成する傾向
が高いため一本部の一検証結果や意見が反映がしにくいと言った可能性があり、政
令指定都市等の大規模本部は、単一ＭＣや少数ＭＣを形成する事もあり、より地域
の実情を反映させる事がしやすい傾向があると言える。
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【結果】

一次検証結果は、隊活動としての協調性や迅速性及び他隊との
連携状況等を検証するところであり、また、その結果は再教育と密
接に関係しており、今後の救急活動に、検証結果の反省点や改善
点を活かすために、是正できる点については、即座に改正していく
体制を構築する事が望ましい。

二次検証結果について、地域ＭＣは、最終的にプロトコル等に反
映されなくとも、多くの検証結果を地域ＭＣの議題の俎上に載せ、
議論ができる体制作りが望まれ、その議論の過程や結果を所属職
員に周知することにより検証結果との相乗効果が生まれるものと考
える。

また、一次検証、二次検証ともに、反省点等のみならず、奏功事
例等の良好な点も幅広く吸い上げ、職員全体にフィードバックする
ような工夫も、業務の参考や士気高揚のために重要と考える。
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救急救命士の再教育に関する専門部会等の
設置状況について

再教育に関する専門部会の設置状況については、
全体の58.0%（459本部）が設置していた
これを地域ＭＣでみると
「２４６」地域ＭＣの内「１２４」地域ＭＣ（５０％）
での設置となった。 59



救急救命士の再教育（２年１２８時間）の達成
割合について

再教育（１２８時間／２年）の達成割合については、
全体の４５.５%（３６０本部）が全員時間数に到達していた。
これを地域ＭＣでみると

「２４６」地域ＭＣの内「１００」地域ＭＣ（４０％）
であった。
但し、同一MC内においても、消防本部毎に実施有無が異なる場合がある。 60



地域ＭＣ数（ｎ＝２４６）

消防本部数 （ｎ＝７９２）

再教育に関する専門部会等を設置

地域ＭＣ（ｎ＝１２４）

消防本部（ｎ＝４５９）

再教育に関する専門部会等を未設置

地域ＭＣ（ｎ＝１２２）

消防本部（ｎ＝３３３）

41.94%

49.19%

6.45% 0.81%

全員達成

一部達成

その他

無回答

39.34%

50.82%

9.02%

0.82%

全員達成

一部達成

その他

無回答

再教育に関する専門部会の設置割合から見た規定時間数の達成割合について
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【考察】
救急救命士の再教育に関わる専門部会等の設置の有無から

見た場合の規定時間数の達成割合については、専門部会等を
設置している地域のほうが、やや到達率が高い状況であった。

【結果】
再教育について指針が示され１０年余りが経過し、各地域で

様々な体制で取組が行われていることが明らかになった。
専門部会の関与については、大きな差が見られなかったが、専
門部会が関与していれば、きめ細やかな再教育が行われてい
ることも考えられる。
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【総括】

１．処置範囲の拡大など救急業務の高度化
が進む中で、MC体制のさらなる強化が
必要。

２．今回の調査は、「量」的なものを中心に
調べたが、今後は、各地域の取組内容を
一層きめ細かく調査し、「質」の問題を検
討することが重要。

３．消防と医療のさらなる連携（顔の見える
関係）構築に向けて、国としても取り組む
所存。
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